
 

はじめに 

 

当財団は、公益目的事業として、衣浦港３号地廃棄物最終処分場の廃棄物等埋立処分事業、

名古屋港南５区廃棄物最終処分場の維持管理事業、廃棄物の処分に関する調査研究及び普及啓

発事業を実施している。 
 

１ 衣浦港３号地廃棄物最終処分場の廃棄物等埋立処分事業 

場所 知多郡武豊町字三号地 

規模 47.2ha(安定型区画8.4ha、管理型区画34.4ha、管理施設4.4ha) 

496万㎥(安定型区画73万㎥、管理型区画423万㎥) 

受入期間 2010（平成22)年度～ （埋立免許期限：2033（令和15)年４月） 

（１） 埋立処分した廃棄物等の種類及び量 

ア 概要 

2025（令和７）年度は、一般廃棄物58千トン、産業廃棄物103千トン、建設発生

土86千トンの合計246千トンの搬入があり、計画値255 千トンの96%であった。こ

れは、2024（令和６）年度の搬入量の281千トンから35千トン減少している。 

 

<廃棄物等搬入量>   

区分 令和６年度 
 令和７年度  

計 画 実績（対計画比） 計画との差 

廃棄物 176 200 161 (81％) △39 

 一般廃棄物 60 63 58 (92％) △5 

 産業廃棄物 116 137 103 (75％) △34 

建設発生土 106 55 86 (156％) 31 

廃棄物等搬入量 281 255 246 (96％) △9 

処分料収益 3,136 3,293 2,832 (86％) △461 

注１. 実績の（ ）内は計画値に対する割合である。 
2. 量は千トン未満四捨五入、額は百万円未満切捨てとした関係で合計が一致しない場合がある。 
3. 建設発生土には覆土受入分は含まない。 
4. 処分料収益は消費税を含み、産業廃棄物税を含まない。 

 

イ 種類別搬入量 

安定型区画及び管理型区画の種類別搬入量及び割合は、図のとおり。 

 

（単位：搬入量は千トン、収益は百万円） 



 

 
 

図１ 安定型区画搬入割合         （参考） 安定型区画累積搬入割合 

 

 
 

図2 管理型区画搬入割合         （参考） 管理型区画累計搬入割合 

 

ウ 地域別 

（ア）一般廃棄物 

名古屋地区15％、尾張地区(名古屋地区除く)61％、三河地区24％であった。 

（イ）産業廃棄物 

名古屋地区13％、尾張地区(名古屋地区除く)66％、三河地区21％であった。 

 
図3 地域別搬入割合 



 

（２） 埋立の進捗状況 

ア 安定型区画 

埋立容量 約73万ｍ３（覆土を除く。）全ての埋め立てが終了し残余率は０%。 

イ 管理型区画 

埋立容量 約423万ｍ３（覆土を除く。）のうち約72％が埋め立てされ、残余率は

約28%。 

 

 

 

 

図4 廃棄物等の搬入量(種類別)と残余率（安定型区画） 

 

 

 

 
図5 廃棄物等の搬入量(種類別)と残余率（管理型区画） 

 

安定型区画 

管理型区画 



 

（３） 処分場の運営 

ア 受入廃棄物の検査 

当財団が定めている廃棄物等の受入基準への適合性を確保するため、搬入され

た廃棄物について、目視での確認や抜取検査などを実施した。 

イ 浸出液処理施設の運転管理 

処分場からの浸出液について、浸出液処理施設の運転管理を適正に実施し、「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律」(以下「廃棄物処理法」という。)に基づく排水基

準及び武豊町との公害防止協定に基づく管理目標値（以下、「武豊町との協定値」と

いう。）に適合するよう処理を行った上で、公共用水域へ放流した。 

ウ 環境監視調査 

処分場からの放流水の水質調査(毎月１回)、周辺海域の水質調査(３地点、年４

回)、周辺海域の底質調査(２地点、年１回)等を実施した。 

放流水の水質は、廃棄物処理法に基づく排水基準及び武豊町との協定値に全て

の項目が適合していた。また、周辺海域の水質調査等についても異常は認められ

なかった。 

エ 廃棄物等埋立処分のデータ管理 

「運用管理システム」を構築して、処分場の運営に必要な廃棄物等の搬入や埋立

履歴などの各種情報を管理し、廃棄物の種類ごと及び排出事業者ごとの搬入量の

把握や、排出事業者からの処分料金の請求などに活用している。 

オ 施設の維持管理 

護岸等の施設は、定期的に点検・修繕し、適切に維持管理している。 

（４） その他 

ア 処分場の長期かつ安定的使用に向けた取組（管理型区画） 

処分場の長期かつ安定的使用のための方策として、廃棄物の搬入量の抑制を目

的に各事業者に年間搬入上限目標量（キャップ）を定め、令和６年４月１日からキ

ャップ制度を運用している。 

イ エコアクション21 

当財団が定めた環境方針に基づき、環境法規等の遵守、環境負荷の低減、資源循

環の推進等の取組を積極的に行った。 

ウ ＥＳＧ投資 

愛知県が、環境改善効果のある事業を着実に推進していくための資金を調達す

ることを目的として発行する債券「愛知県グリーンボンド」への投資を行った。 

エ 地域とのコミュニケーション 

地元の方々に対して「安全、安心な処分場」への理解を深めていただくために、

見学会を開催した。 

 



 

年月日 内容 

令和８年２月５日 「アセック見学会」(事業説明、見学等)の開催 

 
 

オ 跡地利用 

埋立終了後の跡地利用に係る検討会に参画した。 

 
 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年3月撮影 

【参 考】 

令和8年3月撮影 



 

２ 名古屋港南５区廃棄物最終処分場の維持管理事業 

場所 知多市緑浜町 

規模 56ha、491万㎥ 
受入期間 平成４年３月～平成22年３月(埋立終了) 

（１） 埋立を終了した処分場の管理 

ア 排水処理施設の運転管理 

処分場からの浸出液について、排水処理施設の運転管理を適正に実施し、廃棄物

処理法に基づく排水基準及び知多市との公害防止に関する覚書に基づく許容限度

（以下、「知多市との協定値」という。）に適合するよう処理を行った上で、公共用

水域へ放流した。 

イ 環境監視調査 

処分場からの放流水の水質調査（毎月１回）、周辺海域の水質調査（２地点、年４

回）、周辺海域の底質調査（１地点、年１回）等を実施した。 

放流水の水質は年間を通して、廃棄物処理法に基づく排水基準及び知多市との協定

値に全ての項目が適合していた。また、周辺海域の水質調査等についても異常は認

められなかった。 

ウ その他 

保有水について、処分場廃止基準の適合性を確認するため、水質調査（３か月に１

回）を行った。令和７年１月以降、ｐＨ，ＣＯＤ、全窒素などすべての項目で廃止基

準※に適合している。 

※廃止には２年間以上基準に適合することが必要 

 

３ 調査研究及び普及啓発事業 

（１） 調査研究事業 

衣浦港３号地廃棄物最終処分場を対象とし、埋立処分終了後の早期廃止（埋立地内の

保有水の廃止基準への早期適合）に係る対策を講ずるための基礎資料を得ることを目的

とした調査研究を平成28年度から継続して実施している。 

（２） 普及啓発事業 

ア 廃棄物セミナーの開催 

当財団の搬入事業者等を対象に、廃棄物に関する最新動向・情報を幅広く提供し、廃

棄物の適正処理に係る理解を深めていただくため、セミナーを開催した。 

 

 

 

 

 



 

開 催 日 2025 （令和７）年10月15日 

会 場 名古屋国際センター別棟ホール 

出 席 者 109名（企業41名、自治体関係者67名、監事１名） 

内 容 

講演１「排出者責任を全うできる？これからのリサイクル戦略～充実

してきている＜許可不要制度＞をご存じですか～」 

講師１ BUN環境課題研修事務所 主宰 長岡文明 氏 

講演２「災害廃棄物に係る対応について」 

講師２ 愛知県環境局資源循環推進課  

    一般廃棄物グループ 主査 八木敏生 氏 

 

    イ 施設見学、環境学習協力事業等 

<施設見学> 

県民等に処分場を見学いただき、廃棄物最終処分場への理解を深めていただい

た（235名)。 

<環境学習への協力> 

愛知県が構築したＡＥＬネット(Aichi Environmental Learning Network)の環境

学習スタンプラリーの施設として参加した (令和７年６月～令和８年２月)。 

また、愛・地球博記念公園(モリコロパーク)にある環境学習施設「もりの学舎」

が行う「キッズクラブ」事業において、令和８年３月に処分場を見学していただ

くなど、当財団の協賛事業を実施した。 

<作成した啓発用資材> 

パンフレット 一般向けA4版パンフレット 800部 

リングノート A5版リングノート     650個 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 理事会・評議員会 

（１） 理事会 

年月日 場所 議題 

令和７年４月27日 書面決議 １ 評議員会の実施（決議の省略）（評議員の

辞任に伴う後任評議員の選任） 

令和７年６月４日 KKRホテル名古屋 １ 評議員会の実施（決議の省略）（評議員の

辞任に伴う後任評議員の選任） 

２ 令和６年度事業報告及び決算の承認 

３ 令和７年度定時評議員会の招集 

 ＜職務執行状況の報告＞廃棄物の搬入状況

等について 

令和７年６月26日 書面決議 １ 代表理事及び業務執行理事の選定 

令和７年７月11日 書面決議 １ 評議員会の実施（決議の省略）（評議員の

辞任に伴う後任評議員の選任） 

令和７年11月11日 アイリス愛知 １ 評議員会の実施（決議の省略）（定款の一

部変更） 

２ 財務規程の一部改正 

３ 資産運用規程の一部改正 

４ 埋立処分単価の改定  

令和８年２月３日 アイリス愛知 ＜職務執行状況の報告＞令和７年度廃棄物

等埋立事業について 

１ 令和８年度事業計画書及び収支予算書等

の承認 

２ 会社役員賠償責任保険契約の締結 

３ 財務規程の一部改正 

４ 特定費用準備資金等取扱規程の全部改正 

 



 

（２） 評議員会 

年月日 場所 議題 

令和７年４月１日 書面決議 １ 評議員及び役員の辞任に伴う後任評議員

及び役員の選任 

令和７年４月27日 書面決議 １ 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任 

令和７年６月18日 書面決議 １ 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任 

令和７年６月26日 名古屋ガーデン

パレス 

１ 評議員の選任 

２ 役員の選任 

 ＜報告＞令和６年度事業及び決算の報告に

ついて 

令和７年７月14日 書面決議 １ 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任 

令和７年12月１日 書面決議 １ 定款の一部変更 

 

（３） 役員・評議員の異動 

異動日 事項 

令和７年４月１日 

 

評議員に就任 佐々木敏春 

理事に就任 桂直之、岡田博生、鬼頭秀一、杉浦英樹、 

杉浦正享 

令和７年４月26日 評議員を辞任 籾山芳輝 

令和７年４月27日 評議員に就任 鳥羽悠史 

令和７年６月18日 評議員を辞任 増田義則 

令和７年６月18日 評議員に就任 平松岳人 

令和７年６月26日 理事を退任 林由浩 

令和７年６月26日 理事に就任 西郷剛史 

令和７年７月13日 評議員を辞任 牧野利香 

令和７年７月14日 評議員に就任 古瀬陽子 

令和８年３月30日 理事を辞任 刈谷良稔 

令和８年３月31日 理事を辞任 谷口亮、武田祥延、杉浦正享 

 監事を辞任 大谷真弓 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 内部統制体制の整備及び運用 

（１） 内部統制体制に係る関係規程の整備状況 

「理事の職務の執行が法令及び定款に適合すること、その他業務の適正を確保するため

の体制」については、次のとおり規程を整備し、運用している。 

 

項目 関係規程の整備状況 

理事の職務の執行に係る情報の保存及び

管理に関する体制 

文書管理規程、情報公開規程、 

個人情報保護規程 

損失の危険の管理に関する規程その他の

体制 

リスク管理規程 

理事の職務の執行が効率的に行われるこ

とを確保するための体制 

組織規程、事務決裁規程 

使用人の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制 

倫理規程、コンプライアンス規程、 

公益通報者保護規程、情報公開規程、 

個人情報保護規程 

監事の監査が実効的に行われることを確

保するための体制等 

監事監査規程 

（２） 運用状況の概要 

ア 理事の職務執行の適正性確保 

理事会を３回開催し、業務執行理事から「職務執行状況」の報告をするとともに、

財団の重要事項について審議した。 

これらの議事録等は、内部規程に基づき、適切に保存・管理されている。 

また、代表理事及び業務執行理事による会議を毎月１回開催し、事務局から毎月

の搬入量等について報告した。 

イ 監事監査の実効性確保 

監事は、会計監査人との意見交換等を行ったほか、全ての理事会に出席するな

どして、理事の職務執行及び内部統制の把握に努めた。 

ウ 使用人の職務執行の適正性確保 

（ア） 研修 

次のとおり研修を実施した。 

年月日 内容 

令和７年10月27日 情報セキュリティ研修会 

令和７年11月17日 安全衛生研修 

令和７年11月20日 AED研修会 

 

 

 

 



 

（イ） 訓練 

次のとおり、緊急事態への対応訓練を実施した。 

訓練の内容 年間実施回数 

地震・津波訓練 １回 

火災訓練 １回 

薬品漏れ対応訓練 ２回（衣浦港３号地、名古屋港南５区 各１回） 

悪臭訓練 １回 

 

６ 運営体制の充実を図るための取組 

理事 14 名のうち６名を外部理事とし、及び監事２名のうち１名を外部監事とすることで、

経営に対する監督機能の客観性を高めた。各理事会の前には、個別に事前説明を実施し、議

論の活性化を図った。 

また、内部統制に係る規程を整備する（５(1）参照）とともに、緊急時における適切な対応

力を向上させ、安全な事業運営体制を強化するための職員研修（５(2)ウ参照）を実施した。 

さらに、電子請求書発行システムを導入し、業務の効率化とペーパーレス化を推進した。 

 

 



 

７ 附属明細書 

（１） 衣浦港３号地廃棄物最終処分場の放流水の水質調査結果（令和７年度） 

項 目 単位 
測定結果 廃棄物処理法 

に基づく 

排水基準 

公害防止協定 

に基づく 

管理目標値 平均値 最小値 最大値 

水素イオン濃度 

(ｐＨ) 
－ 7.5 7.1 7.7 5.0～9.0 5.0～9.0 

化学的酸素要求量 

(ＣＯＤ) 
mg/L 3.9 2.7 5.1 90 10 

浮遊物質量 

(ＳＳ) 
mg/L 1.2 1未満 ２ 60 10 

窒素含有量 

(Ｔ－Ｎ) 
mg/L 4.1 1.7 9.1 120(60)※ 10 

  ※ ( )内は日間平均値。 

 （注）この他の項目（重金属等）についても、全て廃棄物処理法に基づく排水基準及び武豊町との

公害防止協定に基づく管理目標値に適合。 

（２） 名古屋港南５区廃棄物最終処分場の放流水の水質調査結果（令和７年度） 

項 目 単位 
測定結果 廃棄物処理法 

に基づく 

排水基準 

公害防止に関する 

覚書に基づく 

許容限度 平均値 最小値 最大値 

水素イオン濃度 

(ｐＨ) 
－ 7.8 7.5 8.0 5.0～9.0 5.0～9.0 

化学的酸素要求量 

(ＣＯＤ) 
mg/L 6.8 6.0 8.2 90 25(20) ※ 

浮遊物質量 

(ＳＳ) 
mg/L 1未満 1未満 1未満 60 25(20) ※ 

窒素含有量 

(Ｔ－Ｎ) 
mg/L 14 10 20 120(60) ※ － 

  ※ ( )内は日間平均値。 

 （注）この他の項目（重金属等）についても、全て廃棄物処理法に基づく排水基準及び知多市との

公害防止に関する覚書に基づく許容限度に適合。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


